第１号様式（第６条関係）
番　　　　　号　
年　　月　　日　
　　福島県知事
住　　　所
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者名及び代表者職・氏名）
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　所

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
テレワーク施設利活用促進補助金交付申請書
　　年度において、テレワーク施設利活用促進補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
　１　事業の名称
　２　事業の目的
　３　事業の内容

　　 別紙１「事業実施計画書」及び別紙２「収支計画書」のとおり

　４　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

　５　補助事業の着手及び完了年月日

　　　着手予定　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　完了予定　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

６　本件責任者及び担当者
責任者氏名　
担当者氏名　
連絡先　
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第１号様式の別紙１（第６条関係）
事業実施計画書
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	提出年月日
	年 　月 　日

	事　業　名
	

	 EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o(\s\up 10(ふりがな),申請者名) 
	

	
	

	申請者住所
	

	 EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o(\s\up 10(ふりがな),運営施設名) 
	

	運営施設所在地
	

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),代表者)
	
	EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o(\s\up 10(ふりがな),連絡責任者)
	（※代表者と異なる場合は、記載してください。）

	
	
	
	

	代表者住所
（任意団体のみ）
	

	連　絡　先
	（電話）

	
	（メールアドレス）


１　事業計画の概要
	（※申請する事業区分の該当欄を丸で囲んでください（複数選択可。）
　
該当欄
事業区分
ア 県外在住テレワーカーの呼び込みに資する事業

イ 施設の利便性向上に資する事業

ウ 施設利用者と地域のつながり構築に資する事業

エ その他テレワーク施設の付加価値向上に資する事業

　　

	事業期間
	
年
月
日
～
年
月
日

	事業を実施する理由と目標
	理由（※本補助金を活用して事業を実施する理由を具体的に記載してください。）

	
	目標（※実施事業の目標を具体的に記載してください。）

	事業内容
	（※誰が、誰を対象に、いつ、どこで、どんな内容の事業を、どのような方法で行うのかなど、具体的に記載してください。）


	事業実施スケジュール
	（１）現在、事業の準備はどのような状況ですか。その状況を記載してください。
（事業実施場所や外部講師等の選定状況、事業PR方法の予定など、具体的に記載してください。）


	
	（２）事業開始から完了までの事業スケジュールを記載してください。

	
	４月
	
	１０月
	

	
	５月
	
	１１月
	

	
	６月
	
	１２月
	

	
	７月
	
	１月
	

	
	８月
	
	２月
	

	
	９月
	
	
	

	
	〈その他　時期未定のもの等〉



	事業費等
	補助金の要望年度
	年度

	
	 総 事 業 費 （円）（ａ）
	

	
	（財源内訳）

自己財源等

（ｂ）
	補助事業に係る収入
	

	
	
	自己資金
	

	
	
	その他
	

	
	テレワーク施設利活用促進補助金（円）（ｃ）
※千円未満切り捨て
	

	
	補助金依存率（円）

（c／a）
※小数点未満切り上げ
	％

	補助金終了年度以降の事業計画
	（補助金受給終了後、どのような事業の展開を予定しているか、具体的に記載してください。）


	取得財産
	（※消耗品以外の機械、器具、その他の備品を購入する場合は記載してください。）

	
	財産名
	

	
	管理方法
	（※どこに設置され、どのように使われ、誰が管理しますか。）




２　事業の実施体制
(1) 事業実施に関わる人員の見込数　　　　　　　　（　　　　　）名
(2) 事業実施に関わる人員体制等

	役割・役職
	氏名
	年齢
	性別
	経歴

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　※補助事業の実施体制図を添付すること。
３　事業の目標達成度を把握するための指標名及び数値
	項　　　　目
	左の目標及び効果を把握するための指標名及び数値

	目標の達成度を把握するために適当な数値
	指標名（
	
	）

	□ 順調に達成された場合の数値
	（
	
	）が（
	
	）以上

	□ ほぼ順調に達成された場合の数値
	（
	
	）が(
	
	～
	
	）

	□ 順調には達成されなかった場合の数値
	（
	
	）が（
	
	）以下

	上記指標を設定する理由

	

	指標達成に向けた具体的な取組内容

	


第１号様式の別紙２（第６条関係）
収支計画書
（収入の部）

　◆資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　　分
	予　算　額
	調達先等（金額の内訳）

	補助事業に係る収入
	
	※算定基礎を記入



	自己資金
	
	※内容を記入



	借入金
	
	※借入先（金融機関等）を記入



	その他
	
	（注１）


	補助金申請額
	
	

	計
	
	


（注１）テレワーク施設利活用促進補助金以外の補助金等収入を予定している場合には、その補助金の内容がわかる書類（募集要項等）を添付してください。
（支出の部）

（単位：円）

	事業区分
（別表第２のアからエの事業区分を記載すること。）
	経費全体額

（Ａ）
	補助対象経費
（(A)のうち、補助対象外の経費を除いた額　（Ｂ））
	明　細

（補助対象経費の費目ごとの内訳を記載すること。）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	

	補助金申請額
	
	


（注２）「明細」欄には「経費全体額」の積算内訳として、費目ごとに名称、数量、単価、金額（仕様について別途資料を添すること）を必ず記載すること。（「明細」については別紙としても差し支えないので、明確に記載すること。）
第２号様式（第８条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
　　福島県知事
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※施設の運営を第三者から委任・委託されて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる場合は、以下も記載すること。

　　　　　　住　　　所

　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
テレワーク施設利活用促進補助金変更（中止・廃止）承認申請書
　下記により　　　　　年度テレワーク施設利活用促進補助金の事業計画を変更（中止・廃止）したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第６条第１項第１号〔第２号〕の規定により、承認申請します。
記
　１　事業名
　２　補助金の交付決定年月日及び番号
　３　変更（中止・廃止）の理由
　４　変更（中止・廃止）の内容

注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第２号様式の別紙１（第８条関係）
収支変更計画書

（収入の部）

	区　　　分
	変更前
	変更後
	調達先等（金額の内訳）

	補助事業に係る収入
	
	
	※算定基礎を記入



	自己資金
	
	
	※内容を記入



	借入金
	
	
	※借入先（金融機関等）を記入



	その他
	
	
	（注１）

	補助金申請額
	
	
	

	計
	
	
	


　◆資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

（注１）テレワーク施設利活用促進補助金以外の補助金等収入を予定している場合には、その補助金の内容がわかる書類（募集要項等）を添付してください。
（支出の部）

（単位：円）

	
	変更後
	変更前

	事業区分
（別表第２のアからエの事業区分を記載すること。）
	経費全体額

（Ａ）
	補助対象経費
（(A)のうち、補助対象外の経費を除いた額　（Ｂ））
	明　細

（補助対象経費の費目ごとの内訳を記載すること。）
	補助対象経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	補助金申請額
	
	
	


（注２）「明細」欄には「経費全体額」の積算内訳として、費目ごとに名称、数量、単価、金額（仕様について別途資料を添すること）を必ず記載すること。（「明細」については別紙としても差し支えないので、明確に記載すること。）
第３号様式（第10条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者名及び代表者職・氏名）
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　所

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
テレワーク施設利活用促進補助金概算払請求書
　　　年　　月　　日付け福島県指令地づ第　　　号で交付決定のあった　　　　　年度テレワーク施設利活用促進補助金について、下記のとおり概算払により交付請求します。
記
　１　事業名
　２　請求金額　　　　　　　　　　　　　円

３　概算払を請求する理由
注１　概算払請求額の根拠となる資料（見積書等）を添付すること。
２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第４号様式（第11条関係）
番　　　　　号　
年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者名及び代表者職・氏名）　　　　　　
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　所

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
テレワーク施設利活用促進補助金実施状況報告書
年度テレワーク施設利活用促進補助事業の遂行状況についてテレワーク施設利活用促進補助金交付要綱第11条第２項の規定により、下記のとおり報告します。
記
　１　事業名
　２　事業の経過
（１）　収入内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	予算額ａ
	決算見込額
	増減

d
	摘要

	
	
	収入済額ｂ
	収入予定額ｃ
	
	

	補助事業に係る収入
	
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	県補助金
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（２）　支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　分※
	予算額e
	決算見込額
	増減

h
	摘要

	
	
	支出済額f
	支出予定額g
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


※テレワーク施設利活用促進補助金交付要綱別表第２のアからエの区分を記入すること。
　

３　実施状況

　□　計画どおり進んでいる。　□　一部計画の変更がある。
　　　　具体的な進捗状況
　　　　
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第５号様式（第11条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者名及び代表者職・氏名）
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　所

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　
テレワーク施設利活用促進補助金完了報告書
年度テレワーク施設利活用促進補助事業について、下記のとおり完了したので報告します。
記
	事業名
	

	交付決定年月日
	　　　年　　月　　日付け福島県指令地づ第　　　　　号

	交付決定額
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	着手年月日
	年　　　　月　　　　日

	完了年月日
	年　　　　月　　　　日


注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第６号様式（第１2条関係）
番　　　　　号　
年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者名及び代表者職・氏名）
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　　所

氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
テレワーク施設利活用促進補助金実績報告書
年度において、下記のとおりテレワーク施設利活用促進補助事業を実施したので、福島県補助金等の交付等に関する規則第13条第１項の規定により、その実績を報告します。
記
　１　事業名
　２　事業内容　
　（別紙１「テレワーク施設利活用促進補助事業結果報告書」及び別紙２「収支精算書」のとおり）
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第６号様式の別紙１（第12条関係）
テレワーク施設利活用促進補助事業結果報告書
	
	提出年月日
	 　年 　月 　日

	事　業　名
	

	 EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),申請者名) 
	

	申請者住所
	

	 EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),運営施設名) 
	

	運営施設所在地
	

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),代表者名)
	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),連絡責任者)
	（※代表者と異なる場合は、記載してください。）

	
	
	
	

	代表者住所

（任意団体のみ）
	

	連　絡　先
	（電話）

	
	（メールアドレス）


１　事業の実施概要
	（※申請した事業区分の該当欄を丸で囲んでください。）
該当欄
事業区分
ア 県外在住テレワーカーの呼び込みに資する事業

イ 施設の利便性向上に資する事業

ウ 施設利用者と地域のつながり構築に資する事業

エ その他テレワーク施設の付加価値向上に資する事業



	事業期間
	　　   年
月
日
～
 年
  月
   日

	事業実施

実　　　績
	（※誰が、誰を対象に、いつ、どこで、どんな内容の事業を、どの様な方法で行ったのかなど、具体的に記載してください。別添可）


	事業費等
	補助金の要望年度
	年度

	
	事 業 費 （円）（ａ）
	

	
	
	財源内
訳
	自己財源等
(ｂ)
	補助事業に係る収入
	

	
	
	
	
	自己資金
	

	
	
	
	
	その他
	

	
	
	
	テレワーク施設利活用促進補助金（円）（ｃ）
	

	
	補助金依存率（ｃ／ａ）
※小数点未満切り上げ
	%


	補助金終了年度以降の事業計画
	（※補助金受給終了後、どのような事業を予定しているか具体的に記載してください。）


	取得財産
	（※消耗品以外の機械、器具、その他の備品を購入した場合は記載してください。）

	
	財産名
	

	
	管理方法
	（※どこに設置し、どのように使い、誰が管理しますか。）



２　事業実施の成果　
	（※事業実施によりどのような成果が得られたか、具体的に記載してください。）




３　事業の目標達成度
	目標の達成度を把握するために当初設定した指標名・実績数値
	結　　　　果

	指標名
	
	□ 順調に達成した
□ ほぼ順調に達成した
□ 順調には達成しなかった

	実績数値
	
	

	（※上記結果となった理由等を具体的に記載してください。）



４　事業実施による波及効果
	（※当初予想しなかったような波及効果があった場合は、具体的に記入してください。）


	


５　課題及び今後の取組
	（※事業実施にあたり、どのような課題が見つかったか、また課題を踏まえ今後どのように取り組んでいくのか、具体的に記載してください。）



	


第６号様式の別紙２（第12条関係）
収支精算書

（収入の部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　　分
	予　算　額
	調達先等（金額の内訳）

	補助事業に係る収入
	
	※内訳を記入（別添可）


	自己資金
	
	※内容を記入



	借入金
	
	※借入先（金融機関等）を記入



	その他
	
	（注１）


	補助金実績額
	
	

	計
	
	


（注１）テレワーク施設利活用促進補助金以外の補助金等収入を予定している場合には、その補助金の内容がわかる書類（募集要項等）を添付してください。
（支出の部）

（単位：円）

	事業区分
（別表第２のアからエの事業区分を記載すること。）
	経費全体額

（Ａ）
	補助対象経費
（(A)のうち、補助対象外の経費を除いた額　（Ｂ））
	明　細

（補助対象経費の費目ごとの内訳を記載すること。）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	

	補助金実績額
	
	


（注２）「明細」欄には「経費全体額」の積算内訳として、費目ごとに名称、数量、単価、金額（仕様について別途資料を添すること）を必ず記載すること。（「明細」については別紙としても差し支えないので、明確に記載すること。）
第７号様式（第１2条関係）
番　　　　　号　
年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者名及び代表者職・氏名）
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　　所

氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
テレワーク施設利活用促進補助事業仕入れに係る消費税相当額報告書　
　　　年　　　月　　日付け福島県指令地づ第　　　　　号で交付決定のあったこの事業について、テレワーク施設利活用促進補助金交付要綱第12条第３項の規定に基づき、下記により報告します。
記
	 補助金の額の確定額
	円

	 補助金の確定時に減額した
 仕入れに係る消費税相当額（Ａ）
	円

	 消費税の申告により確定した
 仕入れに係る消費税相当額（Ｂ）
	円

	 補助金返還相当額（Ｂ）－（Ａ）
	円


注１　参考となる資料を添付すること。
　２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第８号様式（第13条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者名及び代表者職・氏名）
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　　所

氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
テレワーク施設利活用促進補助金交付請求書
　　　　　　　　年　　　月　　日付け福島県指令地づ第　　　　　号で交付決定のあった　　　　　年度テレワーク施設利活用促進補助金について、下記により金　　　　　　円を交付請求します。
記
	 　事業名
	

	 　事業費
	円

	 　交付決定額　（Ａ）
 　又は交付確定額
	円

	 　受領済額　（Ｂ）
	円

	 　今回請求額　（Ｃ）
	円

	 　残　　　額　（Ｄ）
	円


注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第９号様式(第14条関係）
取得財産管理台帳
	区分
	財産名
	仕様
	数量
	単価
(円)
	取得金額

(円)
	
	取得
年月日
	処分制限期間
	施設箇所

又は

設置場所

又は

保管場所
	備　考

	
	
	
	
	
	
	うち補助

相当額

(円)
	補助率
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用

年数
	処分制限

年月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　区分については、取得した財産が１０万円以上の機械、器具、その他備品の場合は「備品」と記載してください。

２　財産名については、取得した財産の名称を記載してください。

３　仕様については、規格や機種、規模（大きさ、長さ）など特徴を記載してください。

４　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えありませんが、単価が異なる場合には区別して記載してください。

５　うち補助相当額については、取得金額に事業終了時に確定した補助率（補助対象経費に占める補助金の割合）を乗じた金額を記載してください。

６　取得年月日については、工事等の完了確認をした年月日もしくは納入年月日を記載してください。

７　耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載してください。

８　処分制限年月日については、要綱第11条第１項に定める期間を記載してください。

９　当該財産の処分等にあたって補助金の返還を必要とする場合は、残存価格をもとに返還額を算定することとします。
第10号様式（第14条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（団体・社名及び代表者職・氏名）
※施設の運営を第三者から委任・委託されて
いる場合は、以下も記載すること。

住　　　　所

氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（委任もしくは委託者名及び代表者職・氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　
取得財産処分承認申請書
年度テレワーク施設利活用促進補助金により取得した財産を下記により処分したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１８条第１項の規定により、承認申請します。
記
１　財産名
２　取得金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　　　　　　　　　　円）

３　取得年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
４　処分の方法
５　処分の理由
６　処分予定価格（有償による処分の場合のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

７　処分予定時期　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月  　日

８　残存価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　円

注１　取得財産管理台帳、施設（設置）位置図、現況写真のほか、別に指示する資料を添付のこと。

２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
